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ともに創り、ともに未来へ： 新しい発想で先導する科学技術行政と共創の形 

―「科学技術ワクワク挑戦チーム」からの提案― 

 

令 和２年 8 月 25 日 

文 部 科 学 省 

科学技術改革タスクフォース戦略室 

 

 

【概要】 

文部科学省では、政策的に重要でありながらこれまで十分に検討が進んでいない局横断的な課題について、

中長期的な視点の下、若手有志職員が中心となって局課の所掌にとらわれず自由闊達な検討を行う「科学技

術ワクワク挑戦チーム」を組織し、科学技術イノベーション政策とその進め方を現場目線でより良いものに創り変

えていくための提案等に係る検討を行ってきた。折しも社会全体がコロナ禍にあって研究現場にも多大な影響が

出ている中、リモートでの新しいコミュニケーションの形、新しい協働の形も模索しつつ、産学官民の幅広い現場

の方々と行政側とが一体となって未来視点で政策対話を継続してきた。今般、その検討結果を以下の五つのテ

ーマに沿って取りまとめるに至った（詳細は次頁以降の「本文」のとおり）。 

 

1. 「博士課程・アカデミアを意欲ある若手が夢を持って活躍できる場に」 

2. 「科学技術広報に『ワクワク』の視点で新たな創造性と付加価値を」 

3. 「地域の科学技術（ヒト・アイデア）を日本の強みに・魅力に・成長基盤に」 

4. 「知恵を持ち寄り ともに乗り切る： コロナ禍の研究現場」 

5. 「いまこそ新しい発想で未来型の研究システムへ」 

 

今回の提案内容が、科学技術行政のあるべき姿と価値とを文部科学省職員自身が改めて問い直すきっか

けとなり、”with/after コロナ”の時代に研究現場とともに共創していく「新しい現場主義」の目線で科学技術行

政を先導していくために必要な反省材料と新たな視点をもたらすものとなることを期し、現時点での報告とする。  
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【はじめに】 

文部科学省が取り組むべき科学技術イノベーション政策の課題の中には、重要でありながら省内の複数部局

にまたがるために、これまで十分な検討や具体的施策の提案がなされてこなかったものもあり、そのことに問題意

識を持つ省内職員は若手・中堅・シニアを問わず少なくない。また、「文部科学省創生実行計画」（平成 31

年３月 29 日文部科学大臣決定）に挙げられた「文部科学省を担う人材の強化」や「現場に根差した政策

立案機能の強化」等の趣旨に鑑み、産学官民の幅広い現場との政策対話を通じて文部科学省職員が政策

の提案や実践を行うための環境整備を行うとともに、検討の内容や成果を広く社会に対して積極的に発信して

いくことの重要性は一層高まっている。 

このような問題意識の下、文部科学省では、省内の科学技術改革タスクフォース戦略室1の構成員による検

討を経て、令和元年 12 月に省内有志職員からなる「科学技術ワクワク挑戦チーム」（以下「検討チーム」とい

う。）を組織した【参考１】。当初、「将来研究者を目指す人材の拡大と科学技術の魅力向上への挑戦」、

「地方の力の最大活用による科学技術イノベーション創出への挑戦／科学技術イノベーションによる地方創生

への挑戦」及び「エマージングテクノロジーに対する戦略的対応への挑戦」の３テーマを柱とした上で、テーマ毎に

省内有志職員を広く募り、参画職員の自由闊達な議論を通じて検討を重ねてきたが、その後、外部有識者等

【参考２】のご協力を得ての検討進展に伴い、各テーマに付随する様々な行政課題について、より俯瞰的な視

野から向き合っていくため、随時機動的にテーマの発展的見直しや体制再編を行ってきた。 

以下、5 つの柱立てに沿って検討結果の報告を行う。 

 

１．「博士課程・アカデミアを意欲ある若手が夢を持って活躍できる場に」 

資源の乏しい我が国にとって科学技術イノベーションは国力の要であり、これを「知の創出」の面から支える主

力となるのはアカデミア人材である。ただ、いま若い世代にとって、科学技術を生み出し育んでいく研究の世界は

果たして魅力ある活躍の舞台であろうか。経済的な問題あるいはキャリアパス上の不透明さなどの理由から博士

課程に進むことを躊躇する修士課程・学部生が少なくないとの指摘のある中、行政として向き合うべき観点とし

て、果たしてそれで充分であろうか。「博士進学ポテンシャル層」とでも呼べる潜在的な博士課程・研究人材とし

ての若い世代は、将来の職業選択にあたって、実際のところアカデミアをどう捉え、何を重視しているのか。 

博士課程への進学を躊躇する要因に関して、今回の検討チームによる現場ヒアリングを通じて集まった学生か

ら聴かれた声の中には、先輩学生の置かれた研究室環境や処遇に不安を覚えるとの声が少なくなかった。昨今、

文部科学省をはじめとする政府部内の審議会・検討会等における政策議論では、博士課程学生にまつわる

「お金（経済的支援）」や「職（キャリアパス）」等に関する問題提起が数多くなされてきたが、これらの観点に

                                                   
1 文部科学省の政務三役が主導する科学技術基本施策の検討や基本施策の実現に向けた調査・企画等、政策立案機能を充実強化するために設置さ

れた組織（平成 24 年度設置）。大臣官房人事課、総務課、会計課及び政策課の企画官、並びに科学技術・学術政策局、研究振興局、研究開

発局及び高等教育局の課長補佐で構成。 
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加えて、実際の「研究環境」の面が同様に魅力的なものでなければ、研究活動に意欲的な若い学生、特に修

士課程学生の博士課程進学への意欲が削がれてしまうのではないか。検討チームの着目した、この「研究環境」

の側面について、これまで行政課題としては十分に向き合えてこなかったのではないか。 

そうした問題意識の下、検討チームでは、いかに研究室の「質」ないし「魅力」を上げていこうとする各研究者や

研究機関のインセンティブを国としても高める方向に後押ししていけるかについて、省内外の関係者や有識者とも

協働しつつ検討を重ねた。その一環として、当事者に近い若手世代を中心に有志で組織された「官民若手イノ

ベーション論 ELPIS」2とも共同でオンラインワークショップを開催し、研究室を取り巻く現状の実態と課題について

当事者目線で改めて洗い出し、その解決に向けた具体策について検討を行った。その結果、研究室環境（研

究指導、研究室運営）に係る教員の資質向上とその評価及び研究室選びの重要性が各種の調査結果とと

もに浮かび上がった。また、博士課程経験者等へのヒアリングを通じて寄せられた声の中には、風通しの良い環

境形成には同じ研究室内の学生ではなく異なる研究室の中にいる学生同士をつなげる（外の世界が視界に

入ること）ことが重要との指摘もあった。これを踏まえ、検討チームでは、大学院生が研究分野や組織の壁を越

えて集うオンライン・プラットフォームの形成等を通じて横のつながりを持つべきとの提案にも至ったが、これは実際に

同世代の若手からも大いに賛同を得るものであった。こうした研究室の「質」ないし「魅力」の向上を進めていくこ

とは、国内外を問わず優れた研究人材の獲得競争の中にあって益々欠かせない要素ともなるものであり、文部

科学省として、引き続き高等教育行政・科学技術行政上の重要課題の一つとして位置づけていく。 

（政策への反映の方向性） 

① 引き続き省内で幅広く議論を深めていく中で、関連する審議会等の議論においても論点として取り上げてい

くなど、博士課程学生を取り巻く研究室環境等の要因について、”科学技術人材政策”と”大学院政策”と

の両側面から向き合っていく。 

② 加えて、今回の検討チームにおいて培われた現場の学生・若手研究者等とのネットワークを活用し、研究環

境のあり方についての産学官の理系人材等との対話を継続実施していくとともに、チームにおいて、関連の

学会への参画等を通じても現役の学生・若手研究者等に対して積極的に発信していく。 

 

２．「科学技術広報に『ワクワク』の視点で新たな付加価値と創造性を」 

科学技術及びその政策にまつわる広報の大切さは、多くの職員が日々の業務の中で痛感しつつも、なかなか

効果的な打ち出しには至らず、これまで有効な手立てを講じられていない行政課題の一つでもある。各大学・研

究機関の広報チームや科学コミュニケータ個人の活動、科学ジャーナリストを通じた発信、そうした各取組を通じ

た広報活動の価値をさらに高めていくために、いま国に求められる役割とはどのようなものか。文部科学省職員と

                                                   
2 未来の当事者の視点を科学技術イノベーション環境やこれからの社会に関する政策・ビジネスに繋げていくために生まれた、企業・大学・官庁等の若手を中

心としたプラットフォーム（https://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/elpis/）。 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/elpis/
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して、科学技術行政についての理解や共感・支持を得ていく上で、いま足りていないことは何か。「科学」や「技術」

の中身そのものを伝える専門家の活動をいかに下支えしていけるか、そして行政職員の立場からでなければ効果

的になし得ない、あるいは本来的に果たすことが期待される「科学技術広報」とはどのようなものか。時代や世代

を越えて科学技術の価値をつなぎ、広く『世の中』の支持を持続的に得ていく上で大切なことは何か。 

検討チームでは、こうした問題意識をもとに省外各所（物質・材料研究機構(NIMS)、人間文化研究機構

総合地球環境学研究所、東京藝術大学 COI 拠点、東京大学カブリ数物連携宇宙研究機構(Kavli 

IPMU)、山口情報芸術センター、国立科学博物館）の広報関係者・有識者の方々からヒアリングを行い、幅

広い現場知見の収集と課題の洗い出しを行った。「広報活動とは元来、人の気持ちを相手にする泥臭いもの」

との認識に立った上で、「日本の将来を担う科学技術人材層を厚くするためには、科学の魅力に目を向けてもら

える泥臭い努力をしていくこと、既に多くの魅力的な遊びに囲まれているいまの若者たちから、ほんの 5 分間だけ

でも時間をもらって耳を傾けてもらえるような伝え方ができること、そのような人材を養成していくことが大事」――

こうした広報関係者から聴かれた生の声は、科学技術とその政策を広く世の中に届けていく役割を担う行政職

員の立場からも多くの教訓と示唆を含むものであった。 

こうした有識者ヒアリングの結果等を踏まえ、これまで研究機関だけでは実現できなかった新しい形の広報活

動、具体的には「科学技術×文化芸術」のコラボレーションによる共感力・訴求力の向上の可能性に着目し、

広報の関係者がこれを効果的に進めていく上で、国としても積極的に関与・支援していくことが重要との視点を

得た。折しも科学技術イノベーション政策における人文学・社会科学の政策的意義・重要性が増している中、

文理融合による新しい科学技術や芸術の価値が創造されていく仕掛けを行政サイドから提案していくことができ

るのであれば意義深く、引き続き、大学・研究機関等の広報関係者や省内外の政策関係者とも一緒になって

現場ヒアリング・調査及びそれに基づく今後の政策への反映可能性について検討を進めていく。加えて、科学技

術の大切さについて日本中が同じ時間を共有する特別な一週間である「科学技術週間」を、こうした科学技術

広報の観点からさらに活用していくための検討も行った。今回の「ワクワク」検討チームメンバーを中心に、引き続

き省内の政策担当部署とも密に協働していく。 

（政策への反映の方向性） 

① 科学技術の大切さについて日本中が同じ時間を共有する特別な一週間である「科学技術週間」をさらに

魅力的なものとしていけるよう、「一家に 1 枚」ポスターのコンテンツ充実化等を図っていく。 

② あわせて、広報に関する専門的な知見を有した広報戦略アドバイザーや省内公募による有志職員チームと

も連携し、科学技術イノベーション政策に関する効果的な情報発信を行っていく。具体的には、効果的な

省内研修の実施等を通じて広く職員の広報マインドの醸成や意識改革につなげていくとともに、インターネッ

ト・コンテンツの充実など対外的な情報発信・コミュニケーション機能の強化を図っていく。 
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３．「地域の科学技術（ヒト・アイデア）を日本の強みに・魅力に・成長基盤に」 

検討チームでは、地方自治体や地方大学等からの聴き取りや意見交換を通じて、これまでの科学技術行政

における地域科学技術イノベーション政策の到達点と課題を改めて洗い直した上で、そうした課題と向き合い、さ

らに時代を先導する地域科学技術イノベーション政策とはいかにあるべきかについても検討を行った。その結果、

「地域科学技術」行政に携わる文部科学省職員自身が、実態に即した地域ニーズの把握・理解がまだ十分で

はないのではないか、本当の意味で「現場主義」を実践できていないのではないかとの問題意識に至った。今回

の検討は、職員の地方自治体職員との”クロスアポイントメント”的な人的つながり、そして地元の強みを知る大

学・研究機関の研究者協議体への職員の参画等を促進していくことの意義について再考する機会ともなった。

実際、文部科学省職員の中には、地方自治体や地方大学に出向後、一定の期間あるいは随時の形で引き

続きそうした地方とのつながりを維持してきたケースもある。過去に複数の地方自治体や大学でキャリアを積んだ

職員や、省内で産学官連携や地域科学技術イノベーション振興に係る行政に携わった経験のある職員が、そう

した職務経験に基づく教訓をチーム内で共有しつつ検討を進めて来られたことは省内横断チームならではの強み

であり、地域と文部科学省との新たな協働体制を考える上で有効な観点と政策的示唆を得た。 

そうした中で得た施策提案の一つに、一部の国で普及の進む「イノベーション・バウチャー」制度の導入に関す

るものがあった。これは、「金の切れ目が縁の切れ目」となることなく、大学発の研究成果を持続的に地域活性化

につなげていくための新たな施策検討を行ったもので、具体的には、企業ニーズから研究者のシーズとの効果的

なマッチングの促進に加え、研究者あるいは研究テーマに関するデータを大規模に集積した上で、AI・ビッグデータ

解析なども利用したマッチング・プラットフォーム（ウェブサイト等）の構築及びその利活用促進方策を進めていく

ことを提案するものである。引き続き、文部科学省職員が様々な立場と観点から地域科学技術イノベーションに

向き合うことのインセンティブを高めていくとともに、関係省庁との協働の下、産学官の新たなマッチング制度の実

現・実装可能性や人材育成・頭脳循環の観点も含め、アカデミアの知の社会還元がさらに促進されるような仕

組み作りを検討していく。 

折しもコロナ禍にあって、今後の”ニューノーマル”な環境を考えたとき、都市と地方という枠組みは変わり、地点

間でのネットワーク格差の解消が進むのではないか。産学官民のリモート対話・協働が進むことにより、もはや“遠

さ“はハンディキャップの要因ではなくなり、地域固有の特色・価値の発信を通じて新たな存在感を示し、日本の

強み、魅力、豊かさを国民が感じられるようになるのではないか。そうした中で文部科学行政に求められる新たな

役割や期待とは何か。引き続き、他省庁や地方自治体等とも連携しつつ、今後の地域科学技術イノベーション

政策に新たな視点を持ち込むチャレンジを続けていく中で、地域視点かつ目に見える形での施策展開についても

さらに検討を深めていく。 

（政策への反映の方向性） 

① 「イノベーション・バウチャー」等の新たなアプローチも含めて関係省庁との間で引き続き情報共有・連携を進

めていくとともに、地域イノベーション政策の観点からビッグデータ等を活用したマッチング・システムの実効性等
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についてもさらに検討を深めていく。 

② あわせて、今回の検討チームによる外部有識者ヒアリングの結果から得られた現場知見を、コロナ禍における

今後の行政と地域の大学との協働の在り方に関する各種調査等にも反映させていく。 

 

４．「知恵を持ち寄り ともに乗り切る： コロナ禍の研究現場」 

コロナ禍の研究現場の抱える様々な課題や厳しい状況については、既に省内外の主体により複数の先行的

な調査3 により部分的な把握がなされてきたが、これを受けての具体的なアクションにはまだ十分に着手できてい

ないのが現状である。今回の検討チームでは、そうした先行調査から浮かび上がった各種課題――たとえば図書

館閉鎖のために調べ物ができない、ラボ閉鎖のために論文投稿のための実験ができない、海外渡航・フィールド

調査を行えない等――について、そのような困難な状況を実際に克服し乗り越えてきた現場から先行的な知見

やノウハウを得ること、そしてそれを効果的に横展開していくことを目的とし、Web アンケート形式の独自調査を行

った。本調査プロジェクトは若手のイニシアティブにより進められ、産学官民の現場とも一体となって一か月という

短期間で機動的に進められた点（経済産業省「若手 WG」事務局4、アカデミスト株式会社5及び「官民若手

イノベーション論 ELPIS」と共同で実施）、そしてこれまでの検討チームで培ってきたアカデミア内外の人脈をフル

活用することで海外に身を置く学生等も含め普段の行政側からの調査ではなかなかリーチしにくい層にも幅広く

行き届いた点に特徴がある。 

調査結果からは、多くの研究現場が苦境にありながらも、様々な現場努力や横の協力を通じて乗り越えつつ

ある様子が多くの具体的事例やエピソードとともに浮かび上がり、これまでの先行調査を補完する有用な現場知

見が得られた（調査結果の概要については【補足】を参照）。たとえば、マイナスの影響をできるだけ緩和しつつ

工夫によりプラスへと転換させてきた事例としては、ラボの研究を進めるに当たってテレビ会議システムを利用した

オフィスアワーを設定し、オンライン会議を積極的に活用した事例や、学会等のオンライン開催（バーチャルポスタ

ー、Webinar）により、同時期に開催する他学会等と連携や同時参加を可能とした事例も寄せられた。また、

                                                   
3 文部科学省：「新型コロナウイルスに関連した研究機関・研究者、科学技術関連行政機関向けの情報提供」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00004.html）、「大学・大学院・高専に関する情報」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00016.html）、「新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた大学等の授業の実施状況（令和 2 年

6 月 1 日時点）」（https://www.mext.go.jp/content/20200605-mxt_kouhou01-000004520_6.pdf）、「業種別ガイドライン」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00028.html）、「感染拡大の予防と研究活動の両立に向けたガイドライン」

（https://www.mext.go.jp/content/20200515_mxt_kouhou02_mext_00028_01.pdf）、「新型コロナウイルスによる学術研究への影響及び支援ニーズに関する

アンケート結果について（主な意見）」（https://www.mext.go.jp/content/20200703-mxt_sinkou01-000008464_15.pdf）■ NISTEP：「新型コロナウイルス

感染症等による日本の科学技術への影響と科学者・技術者の貢献に関するアンケート調査（速報）の公表について」

（https://www.nistep.go.jp/archives/44831）、博士課程在籍者・修了者（博士人材データベース登録者）に対する「新型コロナウイルス流行の研究活動

への影響等に関する調査」の結果（速報）の公表について（https://www.nistep.go.jp/archives/44741）■ JST／CRDS：「COVID-19 と研究開発の

ゆくえ」（https://www.jst.go.jp/crds/covid-19/index.html）■ 日本学術会議：「未来からの問い」特設 HP／公開対談「新型コロナウイルス後の世界」

（http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/tenbou2020/after-corona.html）■ 国立情報学研究所：「4 月からの大学等遠隔授業に関する取組状況共有サ

イバーシンポジウム」（https://www.nii.ac.jp/event/other/decs/） 
4 現場に携わる若手の研究者、起業家等を中心に組織された審議会「若手 WG」の事務局（経済産業省の若手職員を中心に構成）。 
5 日本初の学術系クラウドファンディングサイト「academist」を運営（https://academist-cf.com/）。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00004.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00016.html
https://www.mext.go.jp/content/20200605-mxt_kouhou01-000004520_6.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00028.html
https://www.mext.go.jp/content/20200515_mxt_kouhou02_mext_00028_01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20200703-mxt_sinkou01-000008464_15.pdf
https://www.nistep.go.jp/archives/44831
https://www.nistep.go.jp/archives/44741
https://www.jst.go.jp/crds/covid-19/index.html
http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/tenbou2020/after-corona.html
https://www.nii.ac.jp/event/other/decs/
https://academist-cf.com/
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ラボへの出入りができない期間を利用して、普段はなかなか手に着かない知識の習得や伝達、研究計画の再

整理・練り直しの機会に充てたり、業務のオンライン化を加速させることでラボ内外の人脈の拡大や研究室内の

コミュニケーション促進や事務作業の思い切った効率化につなげたりするなどの事例も寄せられた。また、職員の

勤務日の割り当てに土日までを含めることで効果的な”３密”回避を図るなど、柔軟な学内規定の運用を通じ

た工夫や改善も見られた。 

研究活動への新型コロナ感染症の影響としては、各種の先行調査から伺えたとおり当然マイナスの影響が大

きいながらも、中にはこれを工夫やアイデアによって一部なりともプラスの影響へと転換させてこられた研究室や研

究者のあったことは、今後のあり得べき新型コロナウイルス感染症の第２波・第３波が発生した際の対策としても、

また、さらに新たな感染症拡大等の事態が生じた場合にも活かしていくべき知見である。本検討チームを含む関

係者一同、今回のチャレンジの成果と教訓を十分に活かし、with/after コロナの新しい研究現場の在り方を見

据えた上で、「機動的に先手を打てる科学技術行政」に向けて具体的なアクションにつなげていく。 

（政策への反映の方向性） 

① 今回得られた現場知見を、with/after コロナの研究現場に向け、今後の各種調査やガイドライン等のフォ

ローアップや改訂等に際して的確に反映させていく。加えて、今後の科学技術行政の在り方と課題、ニューノ

ーマルな研究現場との向き合い方等に関する追加的な調査・検討を実施し、NISTEP 等における先行的

なアンケート調査の結果等とも合わせて、各局課の政策立案や政策評価、審議会等における検討に幅広

く活用していく。 

② 文部科学省の”対話型政策形成”の仕組みを今後はリモート環境にも拡張していくことで、幅広い関係者と

の協働を促進し、政策対話を深めていく。 

 

５．「いまこそ新しい発想で未来型の研究システムへ」 

研究現場の抱える課題を行政サイドで的確に把握し、政策を通じてその解決・緩和を図っていくことは科学技

術行政の役割である。分野特性や機関特性等に応じて研究の営みや活動様式も大きく異なる中、”一律の処

方箋”は存在しないが、それでも我が国の研究者層や研究リソースの実情を踏まえ、これまでの行政経験に照ら

し、教訓に学び、想像力を働かせて未来の科学技術行政を先導していく努力は、行政サイドとして研究の現場

との密な協働を通じて不断に続けていかなければならない。近年、オープンサイエンスの潮流にあって多くの研究

分野において研究の様式や研究コミュニティの在り方も大きく変わろうとしていく中、今回の検討チームでは、研究

活動の主な側面として「頭を働かせる研究過程（ブレインワーク）」と「手を動かす実験等の過程（フィジカルワ

ーク）」との二つがあることにまず着目した。研究現場の課題やニーズは、両側面で重なる部分もあれば各側面

に固有の要素もある。実際、研究現場から聴かれる声は、「研究に充てられる総時間が減っている」といった両側

面に共通の課題もあれば、「学内外の業務で研究時間が寸断され、腰を据えてじっくり考えることができない」、

「大学等の技術職員が減少してしまい、教員や学生が機器の保守やサポートを行っている」など、ブレインワークと
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フィジカルワークのそれぞれの特性やそれらのバランスに改めて目を向けざるを得ない現状が浮かび上がる。目下、

社会全体がコロナ禍にあって、研究現場でも大学等の閉鎖によりラボでのフィジカルワーク（実験）が停止せざ

るを得ない状況が続くなど様々な支障が生じている中、研究活動の各側面をいかに支えていくか、その科技行政

を通じた政策としての向き合い方もいまいちど精査し、見直すべき時機を迎えているのではないか。先のオープン

サイエンスの文脈においても、それはどのように研究分野の特性等も勘案された上で政策的に位置付けられてい

くべきだろうか。 

こうした問題意識の下、検討チームでは、「未来型研究システム」を一つのキーワードとして掲げ、その姿を、科

学技術行政の視点から上述の一面なりとも描き出すことを目指し、各種先行調査や提言、有識者ヒアリングの

結果等をもとに検討を重ねた。その際、デジタルトランスフォーメーション（DX）等に伴う研究インフラの高度化

が急速に進む中にあって、フィジカルワークに相当する部分を従来のアカデミアの輪郭の外へとアウトソースすること

の潜在的な優位性の観点に着目した。当然、研究分野の特性上、全ての分野にこうした手法が馴染むもので

はないにしろ、論文生産活動の中でも特に大きな比重を占める基礎生命科学・臨床医学や化学等の研究分

野を念頭に置いたとき、こうした手法の実装可能性や有効性、これに伴う長期的な政策効果等は優先的な検

討事項になり得る。こうしたフィジカルワークのアウトソースが実効的かつ質保証をも伴う形で組み込まれた「拡張

されたアカデミア」の姿を描いていくこと、そしてこれを効果的に機能させていくことで、新たなアカデミアのエコシステ

ムの実現に向けた検討を進めていきたい。 

（政策への反映の方向性） 

① 研究 DX 時代を見据えた研究インフラの整備・高度化を進めるとともに、従来のアカデミアの範囲を拡張す

る構想の具体化に向けた検討にもあわせて取り組み、未来型のプラットフォーム構築を加速させていく。特に

政策的意義・喫緊性の高いハード面の施設・設備整備等に関しては、今後の予算編成等に際しても柔軟

かつ機動的に対応していく。 

② 「新たな現場主義」を志向し、企業も含めた省外の幅広い関係者や世の中との間で政策対話をさらに深め

ていく中で、若手職員が幅広い研究者コミュニティと意見を交わし、未来型の研究システムに向けて具体的

な政策へと反映していく道筋を作る取組やそのための環境整備を支援していく。 

 

【おわりに】 

五つの柱に沿って整理してきた今回の検討チームによる提案内容が、改めて科学技術行政の有るべき姿と価

値とを文部科学省職員自身が問い直すきっかけともなること、そして「新しい現場主義」の目線で科学技術行政

を先導していくために必要な反省材料と新たな視点をもたらすものであることをここに期す。 

今回の検討チームに参画した職員のバックグラウンドは多岐にわたり、中には博士号取得後に行政の道に進

んだ者も少なからずいた。文部科学省として、今後の科学技術政策の在り方を中長期的視野から考え、機動
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的に政策を打ち出し、そして前へと進めていくにあたり、アカデミアとの政策対話をより一層深めていくべき場面で

は、そうした博士号取得者6の専門的な土地勘や経験値が活かされること、何よりも研究現場を支えていくことへ

の大きな熱意が、「現場目線」に立ったより良い行政の原動力となっていくことが期待される。そのような新たなロ

ールモデルとともに、若手職員の一人一人が力を発揮できる職場環境を整えていく。 

今回の取組を通じて検討されてきた内容は、文部科学省の実施する「提案型政策形成7 」や科学技術イノ

ベーション政策における各種事業とも効果的に連動させつつ、引き続き省内外の政策関係者や学識有識者、

そして広く世の中との対話を通じて文部科学行政を謙虚に見つめ直し、現場と一体となってより良い研究現場、

未来型の研究システムに創り変えていく取組を体制的にも強化していく。今回の検討チームメンバーに限らず、

文部科学省の若手職員の中には、様々な組織的あるいは自主的な枠組みの中で民間企業等との間での人

的ネットワークの構築や政策対話を進めているケースがある。with・after コロナ時代の「新たな現場主義」に向

けては、今夏にも早速新たな活動が始まっており、文部科学省としても引き続き支援していく。今回のチームで

検討された各観点・テーマの共通項であった「ワクワク」が、厳しい現実に目を向けつつも、関係者が一体となって

前向きに取り組んでいく上での求心力ともなり、魅力ある研究現場を創り出し、活性化し、そして支えていく上で

欠かせない原動力であり続けるよう、文部科学省としてより良い科学技術行政を通じて貢献していく。 

（ 了 ） 

  

                                                   
6 文部科学省には博士号取得者及び博士課程修了者が事務系・技術系合わせて 30 名程度が在籍（令和２年８月時点）。 
7「文部科学省創生実行計画」（平成 31 年 3 月 29 日文部科学大臣決定）に基づき、職員の政策立案能力の向上と文部科学施策の充実を図る取

組の一環として、教育、科学技術、スポーツ、文化行政に関する柔軟で創造的な発想での政策形成や職員一人一人の不断の内省と自己研鑽の奨励、

内外の多様な人々との対話・協働の促進、多様な現場の状況や学術的な知見を含むエビデンスベースの議論や政策立案等を実現するために実施してい

る取組。 
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【補足】 「ニューノーマルな研究活動の在り方に向けての取組・アイデア調査」 調査結果の概要 
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科学技術ワクワク挑戦チーム有志職員（事務局含む） 

（令和 2 年７月 29 日時点の役職．計 52 名．※印は科学技術改革タスクフォース戦略室メンバー） 

参考１ 
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柴 藤  亮 介 アカデミスト株式会社代表取締役 CEO 

進 藤  和 澄 神奈川県ヘルスケア・ニューフロンティア推進統括官 

新 福  洋 子 広島大学大学院医系科学研究科保健学科国際保健看護学 教授 

鈴木 久美子 公益財団法人全日本科学技術協会理事・総括主任研究員／事業推進部 部長 

平  諭 一 郎 東京藝術大学 特任准教授 

髙 瀨  堅 吉 自治医科大学大学院医学系研究科 教授 

田 中  克 明 株式会社 amulapo 代表取締役 

坪 井  あ や 東京大学カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）広報 

中 島   徹 独立行政法人国立科学博物館 科学系博物館イノベーションセンター マーケティング・コンテンツグループ長 

中 武  貞 文 鹿児島大学南九州・南西諸島域共創機構産学・地域共創センター 

濱 田  浄 人 独立行政法人国立科学博物館 科学系博物館イノベーションセンター長 

林  和 弘 科学技術・学術政策研究所科学技術予測センター 上席研究官 

春 田  諒 九州大学総務部総務課長 

一 杉  太 郎 東京工業大学物質理工学院応用化学系 教授 

村 上  昭 義 経済協力開発機構（OECD）（科学技術・学術政策研究所主任研究官（当時）） 

森   祐 介 つくば市政策イノベーション部長 

吉 元  拓 郎 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局参事官（地方大学・産業創生担当）補佐 

「ニューノーマルな研究活動の在り方に向けての取組・アイデア調査」（Web アンケート調査）へご回答いただいた 92 名の方々 

文部科学省科学技術ワクワク挑戦チーム×経済産業省 ELPIS 共催ワークショップにご参加いただいた方々 

本謝辞欄へのご氏名等の掲載をご遠慮なさった方々も含め、多くの方々にご協力いただきました。重ねて感謝申し上げます。 

（敬称略．五十音順．所属・役職は令和 2 年７月 29 日時点） 

参考２ 


